
競 争 参 加 資 格 確 認 申 請 書


                                                        令和  年 月 日
    分任支出負担行為担当官
   ○○森林管理署長 殿


                                      住    所
                                      商号又は名称
                                      代表者氏名


令和　年　月　日付けで入札公告のありました○○○工事に係る競争に参加する資格について、確認されたく、下記の書類を添えて申請します。
なお、予算決算及び会計令(昭和22年勅令第165号)第70条及び第71条の規定に該当する者でないこと、入札公告の２(3)、(8)、(9)及び(11)の条件を満たすこと及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。

記

1  入札公告の２(4)に定める同種工事の施工実績を記載した書面(様式２及び添付資料)

2  入札公告の２(5)に定める配置予定の技術者の状況等を記載した書面(様式３及び添付資料)

3  入札公告の２(5)エに定める専任の営業所技術者等の氏名が確認できる資料

4  入札公告の２(7)に定める工事成績評定通知書の写し

5  入札公告の２(10)に定める本店、支店又は営業所の所在が確認できる資料

6  入札公告の２(12)に定める届出の義務の履行が確認できる資料
















○／○

様式1-2 
　　　　　提出書類（競争参加資格）一覧（２回目以降の入札参加で、資料提出を省略可能なもの）
	様式名称
	 添付書類
	   提出確認
	        （省略する場合）

	 様式２

	工事成績評定通知書等（写）
	 提出 ／ 省略
	 【記載例】○○年度○○地区○○工事（○月○日公告）に提出済み。（内容に異同はない。）

	
 様式３

	工事成績評定通知書等（写）
	 提出 ／ 省略
	


	
	資格者証等【監理技術者の場合】
	

	
	監理技術者資格者証（写）
	 提出 ／ 省略
	


	
	監理技術者講習修了証等（写）
	 提出 ／ 省略
	


	
	直接的かつ恒常的な雇用関係が申請書提出日以前に３ヶ月以上ある証明書
	 提出 ／ 省略
	


	
	資格者証等【主任技術者の場合】
	

	
	保有する資格・免許を確認できる書類（写）
	 提出 ／ 省略
	


	
	直接的かつ恒常的な雇用関係が申請書提出日以前に３ヶ月以上ある証明書
	 提出 ／ 省略 
	


	
	
	
	



○／○

（注１）様式２，３の添付書類について、令和８年４月１日以降の公告日における○○森林管理署(事務所)への入札参加が２回目以降となる場合は、令和８年４月１日以降の公告日で提出した上記添付資料のうち、初回以降に提出したものと内容に異同がない提出資料に限り、提出を省略できる。この場合は、「省略」を選択の上、当該資料を提出した入札の情報を記載すること。
　　　　なお、令和８年４月１日以降の公告において、○○森林管理署(事務所)への初参加の入札の場合は、「提出」を選択の上、添付資料を提出すること。

（注２）入札公告において明示した資格、実績又は試験（以下「資格等」という）を工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の登録が完了している工事により確認できる場合は、次に掲げる各様式のＣＯＲＩＮＳ登録の有無欄にＣＯＲＩＮＳ登録番号を記載することにより工事カルテ（写）の添付を省略できるものとする。
　ただし、ＣＯＲＩＮＳで確認できない場合は、入札公告において明示した資格等が確認できる資料の写しを添付すること。
　　　　①　同種工事の施工実績〈様式２〉
　　　　②　配置予定の主任（監理）技術者の資格・同種工事の経験〈様式３〉


様式２
同種工事の施工実績
                                               会社名：
  同種工事:入札説明書4.の(4)による
	   　項　　目 
	

	
工 
事 
名 
称 
等 

	  工事名
	

	
	  発注機関名
	

	
	施工場所
	  (都道府県名・市町村名)

	
	契約金額
	

	
	  工期
	  令和　年　月　から　令和　年　月

	
	受注形態等
	  単体 ／　共同企業体 (出資比率)

	
	CORINS登録有無
	   有  (CORINS登録番号)            無

	
工 
事 
概 
要 
等 
	工種
	

	
	規模・寸法 
	

	
	
	

	
	
	

	備　　考
	

	
	



○／○

注1  平成23年４月１日から令和８年３月31日までの間に元請けとして、完成、引渡しを完了した同種工事の中から、代表的なものを１件記載する。
ただし、同種工事の要件が複数(例:「林道の新設工事(林道規格２級以上」及び「治山事業(渓間工事又は山腹工事」)の場合は、要件毎にそれぞれ１件、実績を記載すること(一方の要件に係る実績のみ記載の場合は、同種工事の実績等と見なさないので注意すること。ただし、同一工事で複数の要件を満たす場合は、その工事１件でよい。)。
2  施工実績の証明には、①施工実績として記載した工事に係る契約書の写し(工事名、工期、発注機関、契約金額、工事場所、受注者名、社印を有する部分)、②同種工事が確認できる書類の写し(仕様書、工事数量内訳書等で工種、数量が確認できる部分)を添付すること。ただし、当該工事が、一般財団法人日本建設情報総合センターの「工事実績情報システム(CORINS)」に登録されており、その登録内容から①及び②を確認できる場合は、CORINSの登録内容確認書(工事実績)の写し(①(社印部分は除く。)及び②が確認できる部分のみでよい。)又は当該工事のCORINSの登録番号の記載を契約書等の添付に代、施工証明とすることができる。
3  森林管理局長等が発注した同種工事は、工事成績評定通知書の写しを添付すること。ただし、工事成績評定点が65点未満の工事は、同種工事の施工実績とは認めない。

様式３
配置予定の主任（監理）技術者の資格・同種工事の経験
会社名：
	従事役職
	主任技術者又は監理技術者

	氏名
	

	最終学歴
	○○大学○○学科	年卒業

	土木工事に関する実務経験年数
	　　　　　　　　　　　　　　年

	
法令に関する資格・免許
	１級土木施工管理技士	○○年○○月取得（登録番号：○○○）
監理技術者資格者証	○○年○○月取得 （登録番号：○○○）

	工事経験の概要
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	（府県名：市町村名）

	
	契約金額
	

	
	工	期
	○○年○○月○○日～○○年○○月○○日

	
	従事役職
	現場代理人 ・ 主任技術者 ・ 監理技術者

	
	工事内容（工種）
	

	
	受注形態
	単体/JV（出資比率）

	
	CORINS登録の有無
	有（CORINS登録番号）	・	無

	申請時における他の工事状況
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	工期
	

	
	従事役職
	

	
	本工事と重複する場合の対応措置
	

	
	CORINS登録の有無
	有（CORINS登録番号）　・　無

	ヒアリング対象者
	

	専任の営業所技術者等氏名
	


○／○

注1  申請時における他の工事の状況には、申請時に従事している全ての工事について、本工事を落札した場合の技術者の対応措置等を記入すること。なお、配置予定技術者として複数の候補技術者を記載できる。複数の技術者を登録する場合は、様式３を複写し作成すること。
2  工事経験の概要については、平成23年４月1日から令和８年３月31日までの間に完成・引渡しが完了した同種工事の施工経験を有する代表的な１件を記入する。
ただし、同種工事の要件が複数(例:「林道の新設工事(林道規格２級以上」及び「治山事業(渓間工事又は山腹工事」)の場合は、要件毎にそれぞれ１件、施工経験を記載すること(一方の要件に係る施工経験のみ記載の場合は同種工事の施工経験等と見なさないので注意すること。
ただし、同一工事で複数の要件を満たす場合は、その工事１件でよい。)。配置予定技術者の施工経験については、①施工経験として記載した工事に係る契約書の写し、②同種工事が確認できる書類の写し、③配置予定技術者が同種工事に従事したことが確認できる書類の写し(施工計画書等で従事実績が確認できる部分)を添付すること。
なお、当該工事がCORINSに登録されており、その登録内容から上記①、②及び③を確認できる場合は、登録内容確認書(工事実績)の写し(①(社印部分を除く。)、②及び③が確認できる部分のみでよい。)又は当該工事のCORINSの登録番号の記載をもってを契約書等の添付に代え、施工証明とすることができる。
3  森林管理局長等が発注した同種工事は、工事成績評定通知書の写しを添付すること。
ただし、工事成績評定点が65点以上のものに限る。
4  配置予定技術者が有する資格について確認できる資料を添付すること。
5  複数人を候補技術者としている場合は施工体制確認のため行うヒアリングの対象となる技術者の「ヒアリング対象者」欄に「○」を記入すること。
6  建設業法第７条第２号、第15条第２号に規定する営業所ごとに専任として置く営業所技術者等として登録されている者の氏名が確認できる資料(建設業許可申請の際に提出している「専任技術者一覧表」又は「専任技術者証明書(変更届けを含む。)」の写し等。)を添付すること。
7　市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書、健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写しを資料として添付する場合は、記号・番号等にマスキングが施されたものに限る。
